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要約 

伝統工芸産業の存続に向けた支援のあり方に焦点を当て、NPO 主体の支援手法から得ら

れる成果や運営上の留意点、さらには従来の行政支援と異なった新たな支援の持続可能性

を探ることを課題としている。行政は税を財源とし幅広く普及さえるのに対して、NPOは、

ふるさと納税寄付金で意欲的な事業者に対して支援する違いがある。両者の特性を生かし

支援することが持続的な生産につながる。事業者は補助金を必要不可欠としながらも、真性

に負担感がある、他の支援方法を必要としている。、「新製品開発」や、認知度向上・販売拡

大の支援は、小回りが利き細かな対応が可能な NPO に適性があり、数十年単位の助成が

必要な「後継者育成」や、次世代に伝統工芸を支える意義を伝える「教育」等の支援は、 長

期的視野に立った政策立案能力を持つ行政が担う方が適当である。このように支援を棲み

分ける、持続可能な支援が必要となってくる。 

 

感想 

 行政の支援で、職人の方が申請に負担を感じているなどの問題や、個人でやっている職人

の方であれば組合団体に所属しておらず申請することができなかったり、自分で調べたり

しない限り知ることができないのが現状である。助成金など行政だけではなく、NPO にも

あり、特性をどう使うかで有効利用することができるが、やはり認知してもらうこと第一段

階が必要だと感じた。 

 


